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秋田市告示第293号 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。 

 

  令和８年10月２日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

 担当する医療の種類：薬局 

指定

番号 

医療機関の 

名   称 
所 在 地 開設者名 

指 定 

年月日 

300 
池田薬局 

なかこうじ店 

秋 田 市 中 通 二 丁 目 ２

番 ７ 号 ト ラ ス ト ワ ン

ビル21 ４－Ａ号室 

株式会社池田薬局

代表取締役 

池 田 晃 司 

令和８年 

11月１日 
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秋田市告示第294号 

 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第70条第１項、第79条第１項およ

び第115条の２第１項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者、指定居

宅介護支援事業者および指定介護予防サービス事業者を次のとおり指定し

たので、同法第78条、第85条および第115条の10の規定により告示する。 

 

  令和８年10月２日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

事業者の 

名  称 

事業所の

名  称 
事業所の所在地 指定の年月日 

サービスの

種   類 

合 同 会 社 

ＦＩＲＳＴ 

ＯＮＥ 

訪問看護

ステーシ

ョン ソ

ルナ 

秋田市新屋栗田

町28番25号 ク

リタイン古矢Ｂ

号室 

令和８年10月１日 

訪問看護、

介護予防 

訪問看護 

ユースタイ

ルラボラト

リー株式会

社 

ユースタ

イルケア 

秋田 重

度訪問介

護 

秋田市中通三丁

目２番17号 中

通３丁目事務所

Ｚ101 

令和８年10月１日 訪問介護 

社会福祉法

人正和会 

社会福祉

法人正和

会 ケア

センター

みなみ 

秋田市土崎港南

三丁目13番44号 
令和８年10月１日 

居宅介護

支援 

合 同 会 社 

Ｂｌｏｏｍ 

ブルーミ

ーケア 

秋田市川尻みよ

し町12番２号 
令和８年10月１日 訪問介護 
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株式会社グ

ットラック

プロデュー

ス 

福祉用具

相談処グ

ッと楽 

秋田市土崎港西

五丁目４番４号 
令和８年10月１日 

福祉用具

貸与、介

護予防福

祉用具貸

与、特定

福祉用具

販売、特

定介護予

防福祉用

具販売 
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秋田市告示第295号 

 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項および第115条の５第

２項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者および指定介護予防サービ

ス事業者から事業の廃止の届出があったので、同法第78条および第115条

の10の規定により告示する。 

 

  令和８年10月２日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

事業者の 

名  称 

事業所の 

名  称 
事業所の所在地 廃止の年月日 

サービスの 

種   類 

株式会社

アミック 

株式会社

アミック

福祉事業

部 

秋田市中通六丁

目１番55号 
令和８年９月30日 

福 祉 用 具 貸

与 、 介 護 予

防 福 祉 用 具

貸 与 、 特 定

福 祉 用 具 販

売 、 特 定 介

護 予 防 福 祉

用 具 販 売  
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秋田市告示第296号 

 

次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法

律第80号）第112条の規定により準用する地方税法（昭和25年法律第226 

号）第20条の２第１項の規定により公示送達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月５日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第297号 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項に規定する指定

公金事務取扱者の指定について、告示した事項に変更があったので、同条

第４項の規定により告示する。 

 

  令和８年10月５日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 指定公金事務取扱者 

  株式会社パーキングソリューションズ仙台営業所 

  所長 本 田 貴 昭 

  宮城県仙台市若林区新寺三丁目１番28号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る歳入等 

  千秋公園駐車場保守管理業務委託における駐車場の使用料の徴収事務 

３ 変更があった事項およびその内容 

  指定公金事務取扱者の名称 

  変更前 株式会社パーキングソリューションズ仙台営業所 

      所長 本 田 貴 昭 

  変更後 大和ハウスパーキング株式会社仙台営業所 

      所長 槌 谷 剛 志 

  指定公金事務取扱者の所在地 

  変更前 宮城県仙台市若林区新寺三丁目１番28号 

  変更後 宮城県仙台市宮城野区小田原山本丁101番地の６ 

      金剛院丁Ｓ・Ｓビル２階 

４ 変更年月日 

  令和８年６月15日 

５ 変更理由 

  社名の変更および事務所移転による。  
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秋田市告示第298号 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項に規定する

指定納付受託者の指定について、告示した事項に変更があったので、同条

第４項の規定により告示する。 

 

  令和８年10月５日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 指定納付受託者 

  ルミーズ株式会社 

  代表取締役社長 佐 藤 有 道 

  長野県小諸市本町三丁目２番25号 菱屋本町ビル 

２ 指定納付受託者に納付させる歳入 

  千秋公園大手門通り有料駐車場利用料 

３ 変更があった事項およびその内容 

  会社名 

  変更前 ルミーズ株式会社 

  変更後 イージャイズ株式会社 

４ 変更年月日 

  令和８年10月１日 

５ 変更理由 

  社名の変更による。  
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秋田市告示第299号 

 

 生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条および第50条の２（中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例による場合を含む。）の規定に基づき、医療扶助および医療

支援給付のための医療を担当させる機関を次のとおり指定し、および廃止

したので、生活保護法第55条の３の規定により告示する。 

 

  令和８年10月５日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 指定 

事業所名称 所 在 地 指定年月日 

ミチヒロ胃腸内科クリ 

ニック 
秋田市広面字鍋沼93番地１ 令和８年８月１日 

中央薬局 将軍野店 
秋田市将軍野青山町３番16

号 
令和８年６月１日 

２ 廃止 

事業所名称 廃止年月日 

しかま医院 令和８年６月30日 
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秋田市告示第300号 

 

 生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項および同条第５

項において準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による場合を含

む。）の規定に基づき、介護扶助および介護支援給付のための介護を担当

させる機関を次のとおり指定し、および廃止したので、生活保護法第55条

の３の規定により告示する。 

  

  令和８年10月５日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 指定 

事業所名称 所 在 地 指定年月日 

ショウエイ訪問看護ス

テーション秋田居宅介

護支援事業所  

秋田市東通七丁目１番１号

ＲＫビル２階２号室 
令和８年８月１日 

訪問看護ステーション 

はたはた  

秋田市寺内大小路２番28号

大小路貸家Ｂ       
令和８年８月１日 

のんのこデイサービス 
秋田市寺内堂ノ沢一丁目８ 

番37号 
令和８年８月１日 

御野場病院 
秋田市御野場二丁目14番１

号 
令和８年５月１日 

２ 廃止 

事業所名称 所 在 地 廃止年月日 

特定施設入居者生活介 

護スマートホーム  
秋田市手形新栄町４番１号 令和８年８月31日 
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秋田市告示第301号 

 

 次の書類は、本人の住所又は居所が不明のため送達できなかったので、

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送

達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月６日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第302号 

 

 次の書類は、本人の住所又は居所が不明のため送達できなかったので、

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送

達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月７日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 

-13-



秋田市告示第303号 

 

 次の書類は、本人の住所又は居所が不明のため送達できなかったので、

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送

達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月８日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第304号 

 

 次の書類は、本人の住所又は居所が不明のため送達できなかったので、

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送

達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月９日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第305号 

 

 令和８年10月７日の「令和８年８月秋田市議会定例会」において認定を

経た決算およびその要領は、別紙のとおりである。 

 

  令和８年10月13日 

 

秋田市長 沼 谷   純      
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秋田市告示第306号 

 

 秋田市自転車等の放置防止に関する条例（平成元年秋田市条例第28号）

第10条第１項および第３項の規定に基づき、自転車等放置禁止区域内およ

び自転車等放置規制区域内に放置されていた自転車等を次のとおり撤去し、

保管したので、同条例第11条第１項の規定により告示する。 

 

  令和８年10月13日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 撤去し、保管した自転車等 

 (1) 放置されていた場所および台数 

ア 秋田駅西地区自転車等放置禁止区域および同地区自転車等放置規

制区域 ４台 

イ 秋田駅東地区自転車等放置禁止区域および同地区自転車等放置規

制区域 ４台 

ウ 秋田駅南地区自転車等放置禁止区域および同地区自転車等放置規

制区域 １台 

 (2) 撤去し、保管した年月日 

   令和８年９月１日から同月30日まで 

 (3) 返還を行う時間および場所 

  ア 時間 午前10時から午後７時まで 

  イ 場所 秋田市東通仲町４番３号（秋田駅東自転車等駐車場内） 

       秋田市自転車等保管所 

 (4) 返還を開始する年月日および返還を行う期間 

   令和８年10月13日から令和９年４月13日まで 

２ 返還を受けるために必要な事項 

自転車等の返還を受けようとするときは、放置自転車等返還申請書を 

提出するとともに、自転車等の鍵等、当該自転車等の利用者又は所有者 
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であることを証明するものを提示すること。 

３ 所有権の帰属 

この告示に係る自転車等で、告示後６か月を経過しても利用者等の引 

取りがないものについての所有権は、自転車の安全利用の促進及び自転 

車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和55年法律第87号）第 

６条第４項の規定に基づき本市に帰属する。 

４ 問合せ先 

  秋田市山王一丁目１番１号 

  秋田市都市整備部交通政策課 電話 888－5766 

  秋田市東通仲町４番３号 

  秋田市自転車等保管所 電話 834－6497 
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秋田市告示第307号 

 

 次の書類は、その送達を受けるべき者の住所又は居所が明らかでないた

め送達できなかったので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法

律第80号）第112条の規定により準用する地方税法（昭和25年法律第226 

号）第20条の２第１項の規定により公示送達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月15日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名および住所 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第308号 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第３項の規定に基づき、

指定公金事務取扱者の変更に関する届出があったため、同条第４項の規定

により告示する。 

 

  令和８年10月19日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

                                 

１ 受託者の名称および住所 

  株式会社マルエーうちや  

  代表取締役 若 松 宏 光 

  秋田市泉北二丁目４番23号 

２ 歳入の名称 

  秋田市家庭ごみに係る一般廃棄物処理手数料 

３ 変更事項 

 (1) 概要 

   次の店舗が取扱いを終了 

 (2) 対象となる店舗 

   ジェイマルエー 御所野店 

４ 指定ごみ袋取扱店を終了した日 

  令和８年10月15日 
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秋田市告示第309号 

 

 次の書類は、本人の住所又は居所が不明のため送達できなかったので、

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定により公示送

達する。 

 なお、当該書類は、秋田市長が保管し、送達を受けるべき者が請求した

ときは、いつでも交付する。 

 

  令和８年10月20日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 送達を受けるべき者の氏名 

  別紙（省略）のとおり 

２ 送達すべき書類の通知年度等 

  別紙（省略）のとおり 
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秋田市告示第310号 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づき、指定自立支援医療機関

（育成医療・更生医療）を次のとおり指定したので、同法第69条の規定に

より告示する。 

 

  令和８年10月22日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

担当する医療の種類：訪問看護 

指定

番号 

医療機関の  

名   称 
所 在 地 

事業者名および

代 表 者 氏 名 

指 定 

年月日 

32 

訪 問 看護 ス テ

ー シ ョン  ソ

ルナ 

秋田市新屋栗田町

28番25号 クリタ

イン古矢Ｂ号室 

合同会社ＦＩＲＳＴ 

ＯＮＥ 

代表社員  

加 藤 潤 一 

令和８年

11月１日 
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秋田市告示第311号 

 

 令和８年11月９日午前９時30分秋田市役所正庁に秋田市総合教育会議を

招集する。 

 

  令和８年10月27日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

 協議題 

 １ 秋田市教育に関する総合的な施策の大綱の改定について 

 ２ 令和９年度における重点的な取組課題について 
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秋田市告示第312号 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項の規定によ

り指定した指定納付受託者から、同条第３項の規定による届出があったた

め、同条第４項の規定により告示する。 

 

  令和８年10月28日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 変更があった指定納付受託者の名称 

  アマゾンジャパン合同会社 

２ 指定納付を委託した年月日 

  令和８年４月１日 

３ 指定納付を委託した歳入 

  秋田市ふるさと応援寄附金 

４ 変更があった事項 

  変更前 東京都目黒区下目黒一丁目８番１号 

  変更後 東京都港区麻布台一丁目３番１号 

５ 変更年月日 

  令和８年11月２日 

６ 変更理由 

    本社移転による。 
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秋田市告示第313号 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）第59条第１項の規定に基づく指定自立支援医療機関（育

成医療・更生医療）の指定を廃止したので、同法第69条の規定により告示

する。 

 

  令和８年10月30日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

担当する医療の種類：薬局 

指定

番号 

医療機関の 

名   称 
所 在 地 開 設 者 名 

廃 止 

年月日 

２ 日吉薬局 
秋田市新屋日吉町

６番19号 

有限会社プラムクリーク 

代表取締役 

小 柳 雅 人 

令和８年 

10月１日 
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秋田市教委告示第12号 

 

 令和８年10月22日午後３時30分秋田市役所５階５－Ａ会議室に教育委員

会定例会を招集する。 

 

  令和８年10月15日 

 

               秋田市教育委員会 

                 教育長 佐 藤 孝 哉      
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秋田市農委告示第12号 

 

 令和８年10月16日午後２時秋田市役所正庁に秋田市農業委員会総会を招

集する。 

 

  令和８年10月８日 

 

          秋田市農業委員会会長 佐々木 吉 秋      

 

 案件 

１ 農地法第３条の規定による許可申請に関する件 

２ 農地法第５条の規定による許可申請に関する件 

３ 非農地証明申請に関する件 
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秋田市上下水道局告示第11号 

 

 水道法（昭和32年法律第177号）第25条の３の２第４項で準用する同法

第25条の３第１項の規定により指定給水装置工事事業者の指定の更新を行

ったので、秋田市水道事業給水条例施行規程（昭和35年秋田市水道ガス局

管理規程第２号）第８条の３第２号の規定により告示する。 

 

  令和８年10月１日 

 

        秋田市上下水道事業管理者 佐々木   保      

 

事業者名 代表者 所在地 指定の有効期限 

有限会社藤原工

務店 

藤 原 敏 廣 秋田市新屋北浜町

３番41号 

令和13年９月29日 

長野谷設備 長野谷 敏 昭 秋田市土崎港相染

町字沼端93番地６ 

令和13年９月29日 

山王住設 日 景 正 雄 秋田市山王中園町

４番40号 

令和13年９月29日 

有限会社大山水

道 

大 山   司 秋田市河辺松渕字

街道北74番地２ 

令和13年９月29日 

株式会社カトー

設備 

加 藤 鉄 也 秋田市八橋新川向

３番16号 

令和13年９月29日 

ほんま設備 本 間 和 弘 秋田市御野場新町

五丁目１番35号 

令和13年９月29日 

イシケン設備 石 川 雅 義 秋田市飯島松根西

町10番55号 

令和13年９月29日 

親和水道 嵯 峨 真 司 秋田市河辺和田字

北条ケ崎61番地19 

令和13年９月29日 
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まるふく建設有

限会社 

船 木 眞 之 秋田県男鹿市船川

港女川字鵜ノ崎７

番地24 

令和13年９月29日 

株式会社足利工

務店 

足 利   健 秋田市河辺和田字

岡村239番地 

令和13年９月29日 

有限会社ユプセ

ル 

伊 藤 純 一 秋田市仁井田二ツ

屋一丁目３番27号 

令和13年９月29日 

株式会社アクサ

ム 

武 野   智 秋田県大仙市大曲

須和町二丁目６番

７号 

令和13年９月29日 

渡部水道 渡 部 和 彰 秋田県南秋田郡八

郎潟町夜叉袋字後

谷地73番地１ 

令和13年９月29日 

藤田建設株式会

社 

安 田 張 幸 秋田県男鹿市船越

字 内 子 294 番 地

1616 

令和13年９月29日 

株式会社橋本工

務店 

橋 本 大 作 秋田県男鹿市船越

字 前 野 115番 地 の

22 

令和13年９月29日 

ウォータークリ

ニック 

澤 田 健 二 秋田市仁井田目長

田二丁目２番17号 

令和13年９月29日 

まるみ設備工業

所 

三 浦 純 一 秋田市楢山太田町

６番９号 

令和13年９月29日 

千田設備 千 田 俊 美 秋田県南秋田郡八

郎潟町小池字桑ノ

木関ノ沢37番地５ 

令和13年９月29日 

有限会社秋田ホ

ーマー 

伊 藤 鑛 運 秋田市新屋豊町５

番17号 

令和13年９月29日 
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有限会社クドウ

工務所 

工 藤   俊 秋田県潟上市天王

字二田99番地 

令和13年９月29日 

中村水道 中 村 浩 二 秋田市牛島西三丁

目３番36号 

令和13年９月29日 

御野場加藤設備 加 藤 信 夫 秋田市御野場六丁

目４番６号 

令和13年９月29日 

株式会社アクネ

ス・シモマ 

宮 崎   健 秋田県男鹿市船越

字杉山25番地19 

令和13年９月29日 

株式会社クラシ

アン秋田営業所 

今 田 健 治 秋田市広面字堤敷

58番地４ 

令和13年９月29日 

勇馳設備 河 村 清 春 秋田市仁井田本町

四丁目１番13号 

令和13年９月29日 

いとう設備 伊 藤 久 男 秋田市寺内神屋敷

16番11号 

令和13年９月29日 

秋田管工事業協

同組合 

太 田 博 之 秋田市山王臨海町

３番18号 

令和13年９月29日 

モリヤ電建株式

会社 

守 屋 栄 八 秋田市保戸野桜町

20番１号 

令和13年９月29日 

株式会社鈴木空

調機器 

鈴 木   充 秋田市外旭川八柳

三丁目14番５号 

令和13年９月29日 

有限会社須磨設

備 

須 磨 修 悦 秋田市外旭川字三

千刈11番地の10 

令和13年９月29日 

エスケーガステ

ム株式会社 

鈴 木 克 彦 秋田県男鹿市船越

字船越401番地３ 

令和13年９月29日 

有限会社秋田中

央燃料 

尾 形 秀 継 秋田市牛島東七丁

目５番37号 

令和13年９月29日 
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秋田市上下水道局告示第12号 

 

 水道法（昭和32年法律第177号）第25条の３の２第１項の規定に基づき

秋田市指定給水装置工事事業者の指定の効力を失ったので、秋田市水道事

業給水条例施行規程（昭和35年秋田市水道ガス局管理規程第２号）第８条

の３第３号の規定により告示する。 

 

  令和８年10月５日 

 

        秋田市上下水道事業管理者 佐々木   保      

 

事業者名 代表者 所在地 効力が失われた日 

有限会社ヤマグ

チ 

山 口   勉 秋田県北秋田市阿

仁荒瀬字向岱10番

地 

令和８年９月30日 

八柳設備 八 柳 正 悦 秋田県南秋田郡井

川町浜井川字新堰

66番地 

令和８年９月30日 

株式会社ナック

テック 

中 川 英 郎 秋田市飯島新町二

丁目４番28号 

令和８年９月30日 

有限会社佐々木

電器 

佐々木 光 之 秋田県大仙市南外

字下鎌田67番地１ 

令和８年９月30日 

有限会社天新工

業 

天 野 一 也 秋田県男鹿市脇本

脇本字上谷地 140

番地１ 

令和８年９月30日 

大和住設 武 村 敏 治 秋田市仁井田栄町

２番44号 

令和８年９月30日 

 

サンケン住宅 大 友 幸 作 宮城県仙台市宮城

野区西宮城野４番

７号 

令和８年９月30日 
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秋田市上下水道局告示第13号 

 

 水道法（昭和32年法律第177号）第25条の３第１項の規定に基づき秋田

市指定給水装置工事事業者の指定を行ったので、秋田市水道事業給水条例

施行規程（昭和35年秋田市水道ガス局管理規程第２号）第８条の３第１号

の規定により告示する。 

 

  令和８年10月14日 

 

        秋田市上下水道事業管理者 佐々木   保      

 

事業者名 代表者 所在地 指定年月日 

大内設備 佐々木 雄 平 秋田県由利本荘市

岩谷麓字麓268番地 

令和８年10月８日 
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秋田市上下水道局告示第14号 

 

 秋田市下水道条例（昭和39年秋田市条例第16号）第５条の３の規定に基

づき秋田市指定排水設備工事業者の指定を行ったので、秋田市指定排水設

備工事業者に関する規程（平成19年秋田市上下水道局管理規程第７号）第

９条第１号の規定により告示する。 

 

  令和８年10月20日 

 

        秋田市上下水道事業管理者 佐々木   保      

 

業者名 代表者 所在地 指定年月日 

大内設備 

 

佐々木 雄 平 

 

秋田県由利本荘市

岩谷麓字麓268番地 

令和８年10月16日 
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秋田市公告 

 

 秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17

年秋田市条例第45号）第２条第１項の規定に基づき、秋田市が設置する公

の施設の指定管理者を次のとおり公募するので、同条例第２条第３項の規

定により公告する。 

 

  令和８年10月１日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 公の施設の概要 

(1) 名称 

秋田市老人福祉センター 

(2) 所在地 

秋田市八橋南一丁目８番２号 

(3) 設置目的 

老人に対して、各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教養の

向上およびレクリエーションのための便宜を総合的に供与し、もって

老人に健康で明るい生活を営ませることを目的とする。 

(4) 規模等 

鉄筋コンクリート造３階建 延床面積2,548.80㎡ 

(5) 主な施設設備 

事務室、機能回復訓練室、浴室・脱衣室、和室、図書コーナー、会

議室など 

２ 指定管理者が行う管理の業務 

(1) 秋田市老人福祉センター条例（平成３年秋田市条例第11号）第３条

各号に掲げる次の事業の実施に関する業務 

ア 生活相談および健康相談に関すること。 

イ 生業および就労の指導に関すること。 
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ウ 機能回復訓練の実施に関すること。 

エ 教養講座等の実施に関すること。 

オ 老人クラブその他の福祉関係団体の援助等に関すること。 

カ その他老人の福祉を増進するため必要と認める事業に関すること。 

(2) センターの使用の許可に関する業務 

(3) センターの使用の制限および停止ならびに使用の許可の取消しに関

する業務 

(4) センターの施設および附属設備等の維持管理に関する業務 

(5) その他市長がセンターの管理運営上必要と認める業務 

３ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和14年３月31日まで（予定） 

４ 申請に必要な資格等 

(1) 有資格条件 

秋田市内に本店を有し、市内で社会福祉施設を運営している社会福

祉法人であること。 

(2) 欠格事項 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各   

号のいずれかに該当する団体で、その事実があった後２年を経過し   

ていない者（同項各号のいずれかに該当する者で、その事実があっ   

た後２年を経過していない者を代理人、支配人その他の使用人とし   

て使用する団体を含む。） 

イ 秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成17年秋田市条例第45号）第３条第２項の規定により市の公の

施設に係る指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から起

算して２年を経過しない団体 

ウ 申請の日において現に市の指名停止措置を受けている団体 

エ 申請の日において破産手続、再生手続又は更生手続が開始されて

いる団体 

オ 秋田市暴力団排除条例（平成24年秋田市条例第10号）第２条に規

定する暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する団体 
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カ 市税に滞納がある団体 

５ 募集要項等の交付 

募集要項等は、秋田市ホームページからの入手を原則とする。 

（https://www.city.akita.lg.jp/jigyosha/sonota-nyusatsu-keiyaku/

1017051/1031949.html） 

また、希望者には、７(2)に掲げる場所で直接交付するが、その場合

は、秋田市の休日を定める条例（平成元年秋田市条例第32号）第１条第

１項に規定する休日を除き、令和８年10月１日（木）から同月30日（金）

までの午前９時から午後４時45分まで交付する。 

６ 説明会 

(1) 日時および場所 

募集要項に記載する日時および場所 

(2) その他 

説明会に参加希望の団体は、事前に９(4)の問合せ先に連絡するこ

と。 

７ 申請の手続 

(1) 提出期限 

令和８年10月30日（金）午後４時45分 

(2) 提出場所 

郵便番号010－8560 秋田市山王一丁目１番１号 

秋田市福祉保健部福祉総務課（電話018－888－5657） 

(3) 提出方法 

指定管理者の指定を受けようとする団体は、申請書に次に掲げる書

類を添えて、上記(2)の提出場所へ持参又は郵送すること。 

ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

イ 公の施設の管理に関する事業計画書（別紙１） 

ウ 公の施設の管理に関する収支予算書（令和８年度分）（任意様式） 

エ 定款、規約又はこれらに類する書類（任意様式） 

オ 登記事項証明書（申請書を提出した日から３か月以内に発行され

たもの。写し可）（当該証明書） 
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カ 財務の状況を示す書類（直近の会計年度のもの）（任意様式） 

キ 誓約書（別紙２） 

ク 市税に係る完納証明書（直近のもの）（当該証明書） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

※従業員の配置および勤務体制の分かるもの（別紙３。他は任意

様式） 

(4) 提出部数 

正本１部、副本10部を提出すること（副本は複写で可）。 

８ 選定の方法および基準 

(1) 福祉保健部指定管理者選定・評価委員会において、申請書類の審査

およびヒアリングを実施の上、次に掲げる基準に照らし最も適当と認

める団体を指定管理者の候補者として選定する。 

ア 市民の平等な利用が確保されること。 

イ 公の施設の設置の目的が効果的に達成されること。 

ウ 効率的な管理が行われること。 

エ 適正かつ確実な管理を行う能力を有すること。 

オ その他公の施設の設置の目的又は性質に応じ、必要と認めて定め

る基準 

(2) 選定は令和８年11月に行い、その開催日時および選定結果について

は、書面により通知する。 

９ その他 

(1) 指定管理者の候補者を、市議会の議決を経て、指定管理者として指

定する。 

(2) 管理に係る経費に充てるため、年度ごとに予算の範囲内で委託料を

支払う。 

(3) 詳細は、募集要項による。 

(4) 問合せ先 

秋田市福祉保健部福祉総務課（電話018－888－5657） 
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秋田市公告 

 

 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第18条

第５項の規定により、農用地利用集積等促進計画を令和８年10月26日に認

可したので、同条第７項の規定に基づき公告し、次のとおり縦覧に供する。 

 

  令和８年10月26日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 縦覧に供する書類 

  農用地利用集積等促進計画 

２ 縦覧場所 

  秋田市山王一丁目１番１号 本庁舎３階 

  秋田市産業振興部農業農村振興課 

３ 縦覧時間 

午前８時30分から午後５時15分まで。ただし、土曜日、日曜日および

国民の祝日（以下「休日」という。）ならびに12月29日から１月３日ま

で（休日を除く。）を除く。 

 

-100-



秋田市公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、同条第３項におい

て準用する同法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり公告し、関係書

類を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。 

 

  令和８年10月26日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 届出事項の概要 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および住所 

   名 称 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 

       代表取締役 近 藤 禎一郎 

   住 所 東京都港区港南一丁目２番70号 

   名 称 大和ハウスリアルティマネジメント株式会社 

       代表取締役 伊 藤 光 博 

   住 所 東京都千代田区神田三崎町三丁目３番21号 

 (2) 大規模小売店舗の名称および所在地 

   名 称 秋田外旭川複合店舗    

   所在地 秋田市外旭川字大谷地29－１ 他22筆 

 (3) 変更した事項 

大規模小売店の設置者の名称および住所ならびに法人にあっては代

表者の氏名 

   変更前 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 
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       代表取締役 成 瀬 明 弘 

       東京都港区港南一丁目２番70号 

   変更後 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 

       代表取締役 近 藤 禎一郎 

       東京都港区港南一丁目２番70号 

 (4) 変更年月日 

   令和８年４月１日 

 (5) 変更理由 

   代表者氏名変更のため 

２ 届出年月日 

  令和８年10月９日 

３ 関係書類の縦覧場所および期間 

 (1) 縦覧場所 

   秋田市産業振興部商工貿易振興課 

 (2) 縦覧期間 

令和８年10月26日から令和９年２月26日まで。ただし、土曜日、日

曜日および国民の祝日ならびに令和８年12月29日から令和９年１月３

日まで（休日を除く。）を除く、午前８時30分から午後５時15分まで 

４ 意見書の提出先  

  秋田市産業振興部商工貿易振興課 

５ 意見書に添付する書面に記載すべき事項 

 (1) 意見を述べる者の氏名および住所 

 (2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称 

 (3) 意見を述べる理由 
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秋田市公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、同条第３項におい

て準用する同法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり公告し、関係書

類を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。 

 

  令和８年10月26日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 届出事項の概要 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および住所 

   名 称 第一リース株式会社 

       代表取締役 向 島   亨 

   住 所 東京都港区虎ノ門二丁目２番３号 

 (2) 大規模小売店舗の名称および所在地 

   名 称 秋田八橋複合店舗 

   所在地 秋田市八橋大畑一丁目107他９筆 

 (3) 変更した事項 

ア 大規模小売店舗の設置者の名称および住所ならびに法人にあって

は代表者の氏名 

    変更前 第一リース株式会社 

        代表取締役 向 島   亨 

        東京都港区虎ノ門一丁目２番６号 

    変更後 第一リース株式会社 
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        代表取締役 向 島   亨 

        東京都港区虎ノ門二丁目２番３号 

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称および住

所ならびに法人にあっては代表者の氏名 

    変更の内容については縦覧に供する関係書類のとおり 

 (4) 変更年月日 

  ア 令和８年２月24日 

  イ 令和８年４月１日 

 (5) 変更理由 

  ア 設置者の住所変更のため  

  イ 代表者の氏名変更のため 

２ 届出年月日 

  令和８年10月９日 

３ 関係書類の縦覧場所および期間 

 (1) 縦覧場所 

   秋田市産業振興部商工貿易振興課 

 (2) 縦覧期間 

令和８年10月26日から令和９年２月26日まで。ただし、土曜日、日

曜日および国民の祝日ならびに令和８年12月29日から令和９年１月３

日まで（休日を除く。）を除く、午前８時30分から午後５時15分まで 

４ 意見書の提出先  

  秋田市産業振興部商工貿易振興課 

５ 意見書に添付する書面に記載すべき事項 

 (1) 意見を述べる者の氏名および住所 

 (2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称 

 (3) 意見を述べる理由 
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秋田市公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定によ

り、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、同条第３項におい

て準用する同法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり公告し、関係書

類を縦覧に供する。 

 なお、当該大規模小売店舗の周辺地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する場合は、同法第８条第２項の規定により、縦

覧期間満了の日までに市に対し意見書を提出し、これを述べることができ

る。 

 

  令和８年10月26日 

 

秋田市長 沼 谷   純      

 

１ 届出事項の概要 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の名称および住所 

   名 称 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 

       代表取締役 近 藤 禎一郎 

   住 所 東京都港区港南一丁目２番70号 

   名 称 紅屋商事株式会社 

       代表取締役 秦   雅 秀 

   住 所 青森県青森市大字石江字三好130番１ 

       カブセンター西青森店２階 

   名 称 株式会社秋田イエローハット 

       代表取締役 小 林   聡 

   住 所 秋田市広面字堤敷64番地１ 

 (2) 大規模小売店舗の名称および所在地 

   名 称 八橋新国道複合店舗 

所在地 秋田市八橋大畑一丁目226－１および226－２ならびに八橋
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鯲沼町19－１、20－１、20－２、21から24まで、25－２お

よび26－１ 

 (3) 変更した事項 

大規模小売店舗の設置者の名称および住所ならびに法人にあっては

代表者の氏名 

   変更前 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 

       代表取締役 成 瀬 明 弘 

       東京都港区港南一丁目２番70号 

   変更後 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社 

       代表取締役 近 藤 禎一郎 

       東京都港区港南一丁目２番70号 

 (4) 変更年月日 

   令和８年４月１日 

 (5) 変更理由 

   代表者氏名変更のため 

２ 届出年月日 

  令和８年10月９日 

３ 関係書類の縦覧場所および期間 

 (1) 縦覧場所 

   秋田市産業振興部商工貿易振興課 

 (2) 縦覧期間 

令和８年10月26日から令和９年２月26日まで。ただし、土曜日、日

曜日および国民の祝日ならびに令和８年12月29日から令和９年１月３

日まで（休日を除く。）を除く、午前８時30分から午後５時15分まで 

４ 意見書の提出先  

  秋田市産業振興部商工貿易振興課 

５ 意見書に添付する書面に記載すべき事項 

 (1) 意見を述べる者の氏名および住所 

 (2) 意見の対象となる大規模小売店舗の名称 

 (3) 意見を述べる理由 

-106-


	【ページなし】秋田市公報第1224号一括ダウンロードデータ.pdfから挿入したしおり
	20告示　令和８年秋田市告示第305号（総務課）.pdfから挿入したしおり
	令和８年秋田市告示第305号（総務課）別紙.pdf



